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本レポート末尾の「投資にあたっての注意事項」をお読み下さい。 
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2018年 9月 18日・ 
25日合併号 

調査情報部  

今来週の見通し 

先週の東京市場は、反転上昇となった。日経平均は先物主導で急上昇し、2 月 2 日以来約 7 か月半ぶりに一

時 23100 円台に乗せた。米中貿易摩擦への警戒感が後退したうえ、自然災害からの復旧も進んだことから、買

い安心感が広がった。また、米長期金利の上昇を受けた円安も追い風となった。なお、9 月メジャーSQ 値は

23057.94 円となった。米国市場は、貿易摩擦懸念が燻る中、米国経済の堅調や原油相場の上昇を背景にしっか

りの展開となった。為替市場でドル円は、米長期金利の上昇を受けてドルがじり高となり、約 1 か月半ぶりに 1 ド

ル 112円台を付けた。ユーロ円も長期金利の上昇を映して、1ユーロ 131円台までユーロ高が進んだ。 

今週以降の東京市場は、戻り歩調が続こう。貿易摩擦問題は燻るものの、世界的な景気の底堅さに加え、日

米ともに政策期待が高まりやすく、概ね堅調な展開となろう。物色は好業績の主力銘柄を中心に、割安修正の動

きが続こう。米国市場は貿易交渉の行方や長期金利動向を睨みつつも、概ねしっかりの展開となろう。為替市場

でドル円は、米長期金利動向や原油相場などを睨みながら、ドル強含みの展開となり、1ドル112円台での動きと

なろう。ユーロ円は長期金利動向を睨みつつ、1ユーロ 130円台でのもみ合いとなろう。 

今週以降、国内では 19日(水)に 8月の貿易統計、訪日外国人数、21日＇金（に 8月の全国消費者物価、28日

＇金（に 8月の労働力調査、鉱工業生産、住宅着工が発表されるほか、18日＇火（、19日に日銀金融政策決定会

合、20 日＇木（～23 日＇日（に東京ゲームショウ、27 日＇木（に全国証券大会が開かれる。また、20 日には自民党

総裁選、30 日＇日（には沖縄県知事選の投開票が行われる。一方、海外では 19 日に 8 月の米住宅着工、4－6

月期の経常収支、20日に 8 月の景気先行指数、24 日＇月（に独 IFO 景況指数、25 日＇火（に 9 月の米消費者信

頼感指数、30日に 9月の中国製造業 PMIが発表されるほか、18日から 10月 1日＇月（までニューヨークで国連

総会、25日、26日＇水（に FOMCが開かれる。 

テクニカル面で日経平均は、52週線をサポートに切り返し、壁となっていた 5月 21日高値＇23050円（を上回っ

た。日足一目均衡表でも基準線や転換線を回復し、遅行スパンは日々線を大きく上回ってきた。8月13日安値か

ら 9月 7日安値まで、下値は 321円切り上がっており、これを 8月 30日高値に当てはめた 23353円が当面の上

値めどとなろう。中期的には 1 月 23 日高値＇24129 円（を目指す展開となろう。一方、下値は 14 日に空けた窓

＇22858円（や日足一目均衡表の転換線＇22639円：14日現在（などが意識されよう。(大谷 正之)
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各種指数の推移 ＇Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成（ 
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☆日経平均採用銘柄で株価が 13 週・26 週の両移動平均線の上位に位置する主な銘柄群 

日経平均は、先週に再び13週移動平均線を上回り、終値で 23000円台を回復してきた。日経平均採用の個別

銘柄でも、9月 13日時点の株価が 13週・26週の両移動平均線の上位に位置する銘柄が 79銘柄存在している。

業績好調、バリュエーション的に割安な銘柄も多く存在しており、中期スタンスで注目したい。＇野坂 晃一（ 

 

投資のヒント 
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協和エクシオ(1951･東 1（ 

第 1 四半期(4－6 月)業績は売上高が前年同期比

5.7％増、営業利益が同 3.7％増。エンジニアリングソリ

ューション部門は通信キャリア事業でスマホ等の利用

拡大によるトラフィック増加に伴って、4G 新周波数帯の

基地局増強が伸びたほか、都市インフラ事業では 2020

年の東京五輪競技会場の照明設備工事に加え、デー

タセンターの電気設備工事、防災行政無線整備工事、

高速道路通信設備工事などの大型案件のほか、

700MHz周波数帯 TV受信対策工事などが本格的にス

タート、増収増益。システムソリューション部門では情

報ネットワークのセキュリティ強化やクラウドサービス

拡 大 な ど を 背 景 と し た BPM(Business Process 

Management)の拡大に取り組んだ。またBluetoothの最

新規格を活用したスマートオフィス・ソリューションの提

供も開始した。通期見通しは売上高 3350億円、営業利

益 275 億円で据え置いた。なお、10 月に経営統合する

予定の 3社の影響(3社単純合算の前期実績は売上高

1519億円、営業利益 56億円)はこの計画に織り込まれ

ていない。下期以降の統合効果として、施工能力の向

上や効率化、規模の利益と価格交渉力向上、成長ビジ

ネスへの積極展開などが期待されよう。＇大谷 正之（ 
 
 

ＪＳＲ＇4185･東 1（ 

第 1四半期(4－6月)業績は売上収益が前年同期比

20.9％増の 1222.5億円、営業利益が同 9.6％減の

114.8億円。エラストマー(合成ゴム材料)事業は販売数

量が伸びたものの、前期の市況高騰によるスプレッド

拡大の反動で増収、大幅減益となった。一方、合成樹

脂事業は 4月にテクノポリマー(株)と UMG－ABS(株)

の統合会社であるテクノ UMG(株)が連結対象となり、

売上収益は前年同期比約2倍、営業利益は約1.5倍に

拡大した。また、デジタルソリューション事業は半導体

材料が大きく伸びたほか、配向膜や絶縁膜などディス

プレイ材料も好調で、増収増益となった。さらに、ライフ

サイエンス事業は KBIバイオファーマ社の販売拡大や

クラウン・バイオサイエンス・インターナショナルの連結

子会社化で大幅増収となり、営業利益も黒字転換とな

った。通期見通しは売上収益 4900億円(前期比 16.1％

増)、営業利益480億円(同10.2％増)で据え置かれてい

るが、主要製品の好調やライフサイエンス事業の収益

改善により、計画は十分達成可能とみられる。＇大谷 

正之（

今週の参考銘柄 



 

 

 
- 6 - 

オリエンタルランド(4661･東 1（ 

第 1四半期(4－6月)業績は売上高、営業利益ともに

過去最高。4月中旬から始まった東京ディズニーリゾー

ト 35周年イベント、「イッツ・ア・スモールワールド」のリニ

ューアルなども寄与、テーマパーク事業、ホテル事業と

も増収増益。テーマパーク事業では商品販売や飲食販

売が入園者数や一人当たり売上高の増加で伸びたほ

か、ホテル事業もアンバサダーホテル等ディズニーホテ

ルの宿泊収入が増加。営業利益はイベント関連費用に

加え、原価率の上昇や人件費の増加があったものの、

増収でカバー、売上高、営業利益とも期初予想を上回っ

た。入園者数は年間で前期比 3.0％増の 3100万人を見

込んでいるが、計画を上回るペースのようだ。通期見通

しは据え置いたものの、営業利益の進捗率は通期計画

に対して 26.2％(前年同期 22.7％)と順調だ。第 2四半期

以降では、7月 10日から「Celebrate! Tokyo Disneyland」、

「レッツ・パーティグラ！」(いずれもランド)、「ハロー、ニュ

ーヨーク！」(シー)などの新たなショーがスタートしたほ

か、例年の夏祭りイベントも開催された。入園者数のボ

リュームゾーンである夏場に集客を伸ばすことができれ

ば、業績上振れの可能性も。＇大谷 正之（ 

 

ソニー＇6758（ 
10日に初めてのＥＳＧ説明会を開催。今後、「持続的な社会価値の創出」を目指した取り組みを進めていく。具体
的には、「Ｅ」では 2050年に環境負荷をゼロとする目標を掲げた他、「Ｓ］では人権の尊重、イノベーションの源泉
となる多様性、子供の教育格差の縮小に向けた取り組みを、「Ｇ」では監督と執行の分離や業務執行には経営陣
に大幅な権限移譲などを行っていく方針。 
 
カプコン(9697（ 
今年を「eスポーツ元年」と位置付け、同社が有する対戦格闘ゲーム『ストリートファイター』や米国で展開している
「カプコンプロツアー」などのノウハウを活かしたビジネス展開を目指している。なお、今月 20日～23日に幕張メッ
セ開催される「TOKYO GAME SHOW 2018」では、会場で行われる eスポーツステージ企画の競技タイトルのひと
つに同社の『ストリートファイターⅤアーケードエディション』が選ばれた。 
 
ダイキン工業＇6367（ 
通期の営業利益見通しは 2700億円。今後は米中の貿易戦争の影響が化学事業などで懸念されるものの、業績
予想に米国の追加関税などによる原材料上昇＇▲390億円（を織り込んでいること、銅価格が軟調に推移してい
ること、世界的に猛暑となっていることから、第2四半期＇7～9月（以降にそのプラス効果が出てくる可能性があり
そうだ。 
 
カチタス＇8919（ 
インターネット広告強化等による販売好調から第 1四半期の営業利益は前年同期比 36.5％増。中古住宅再生市
場でトップだが、ニトリとの資本業務提携効果に期待。 
 
コムチュア＇3844（ 
クラウドビジネス、RPA等が好調で第 1四半期の営業利益は前年同期比 80.４％増。 
 
ソラスト＇6197（ 
医療関連受託事業が好調で第 1四半期の営業利益は前年同期比 33.6％増。介護事業の拡大にも期待。 

 ＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

９月１８日＇火（  
日銀金融政策決定会合＇１９日まで（ 
基準地価発表 

９月１９日＇水（ 
日銀金融政策決定会合最終日、黒田日銀総裁会見 
８月貿易統計＇８：５０、財務省（ 
８月訪日外国人数＇１６：００、政府観光局（ 

９月２０日＇木（ 
８月主要コンビニ売上高＇１６：００、フランチャイズ協（ 
８月半導体製造装置販売高＇１６：００、ＳＥＡＪ（ 
自民総裁選投開票、自民党新総裁記者会見 
東京ゲームショウ 2018開催＇幕張メッセ、２３日まで（ 
上場  アズーム<3496>マザーズ、テノ．ホールディングス<7037>マザーズ、福証Ｑボード 

９月２１日＇金（ 
８月全国消費者物価＇８：３０、総務省（ 
７月全産業活動指数＇１３：３０、経産省（ 
８月粗鋼生産＇１４：００、鉄連（ 
上場  イーエムネットジャパン<7036>マザーズ 

９月２４日＇月（ 
２３日秋分の日・振替休日 

９月２５日＇火（  
７月３０・３１日の日銀金融政策決定会合議事要旨＇８：５０（ 
７月景気動向指数改定値＇１４：００、内閣府（ 
上場  アイリックコーポレーション<7325>マザーズ 

９月２６日＇水（ 
上場  ブロードバンドセキュリティ<4398>ジャスダック 

９月２７日＇木（ 
全国証券大会＇１５：００、経団連会館（、黒田日銀総裁が挨拶 
上場  ＳＢＩインシュアランスグループ<7326>マザーズ、極東産機<6233>ジャスダック 

９月２８日＇金（ 
９月東京都区部消費者物価＇８：３０、総務省（ 
８月有効求人倍率・労働力調査＇８：３０、厚労・総務省（ 
９月１８・１９日の日銀金融政策決定会合「主な意見」＇８：５０（ 
８月鉱工業生産・出荷・在庫＇８：５０、経産省（ 
８月住宅着工・建設受注＇１４：００、国交省（ 
上場  ワールド<3612>東証、フロンティア・マネジメント<7038>マザーズ 

９月３０日＇日（ 
沖縄県知事選投開票 
 

＜国内決算＞  

９月１８日＇火（  
時間未定 【1Q】ツルハＨＤ<3391> 

９月２０日＇木（ 
時間未定 【1Q】クスリのアオキ<3549> 

９月２５日＇火（  
時間未定 あさひ<3333> 

９月２６日＇水（ 
15:00～  【2Q】西松屋チェ<7545>、ニトリＨＤ<9843> 

９月２７日＇木（ 
時間未定 ストライク<6196> 

９月２８日＇金（ 
16:00～  【2Q】ハイデ日高<7611> 
時間未定 【2Q】アダストリア<2685>、スギＨＤ<7649> 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

９月１８日＇火（  
国連総会開幕＇１０月１日まで、ＮＹ（ 

９月１９日＇水（ 
欧  ７月ユーロ圏国際収支 
米  ８月住宅着工 
米  ４～６月期経常収支 

９月２０日＇木（ 
米  ９月フィラデルフィア連銀製造業景況指数 
米  ８月中古住宅販売 
米  ８月景気先行指数 
ＥＵ非公式首脳会議＇オーストリア・ザルツブルク（ 
休場  インド＇ムハッラム（ 

９月２１日＇金（ 
欧  ９月ユーロ圏ＰＭＩ 
世界女性外相会合＇カナダ・モントリオール、２２日まで（ 

９月２４日＇月（ 
独  ９月ＩＦＯ景況感指数 
休場  中国、韓国、台湾＇中秋節（、南ア＇伝統文化継承の日（ 

９月２５日＇火（  
ＦＯＭＣ＇２６日まで（ 
米  ７月Ｓ＆Ｐケース・シラー住宅価格 
米  ９月消費者景気信頼感指数 
休場  香港、韓国＇中秋節（ 

９月２６日＇水（ 
ＦＯＭＣ最終日、パウエルＦＲＢ議長会見 
ＥＣＢ定例理事会＇金融政策発表・記者会見なし（ 
米  ８月新築住宅販売 
休場  韓国＇中秋節（ 

９月２７日＇木（ 
ＥＣＢ拡大理事会 
欧  ９月ユーロ圏景況感指数＇ＥＳＩ（ 
独  ９月消費者物価 
米  ８月耐久財受注 

９月２８日＇金（ 
中  ９月財新・製造業ＰＭＩ 
独  ９月雇用統計 
欧  ９月ユーロ圏消費者物価 
米  ８月個人消費支出＇ＰＣＥ（物価 
米  ９月シカゴ景況指数 

９月３０日＇日（ 
中  ９月製造業ＰＭＩ 
ＮＺが夏時間入り＇日本+４時間の時差（ 

 

＜海外決算・現地時間＞ 

９月２０日＇木（ 
マイクロン 

９月２５日＇火（ 
ナイキ 

９月２７日＇木（ 
アクセンチュア 

＇東 瑞輝（ 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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投資にあたっての注意事項  

 

【重要開示事項】 

■ 本資料は、株式会社証券ジャパン（以下「証券ジャパン」といいます。）調査情報部が、投資判断の

参考となる情報提供を目的として作成したものであり、投資勧誘を目的として作成したものではあ

りません。 

■ 執筆アナリストは、本資料におけるレポート対象企業の有価証券を保有しておらず、重大な利益相

反関係にありません。 

■ 本資料は証券ジャパンが信頼できると考える情報に基づいて作成したものですが、その情報の正確

性および完全性について証券ジャパンが保証するものではありません。 

■ 本資料に基づき投資を行った結果、お客様に何らかの損害が発生した場合でも、証券ジャパンは、

理由の如何を問わず責任を負いません。 

■ 本資料に記載された証券ジャパンの意見ならびに予測は、資料作成時点での証券ジャパンの見通し

であり今後予告なしに証券ジャパンの判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテン

ツおよび体裁等も証券ジャパンの判断で随時変更することがあります。2018年 9月 14日現在、金融商

品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しております。今後、金融商品

取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

■ 掲載した企業について株価の下落や発行者の信用状況の悪化等により、投資元本を割り込むおそれ

があります。銘柄の選択、投資に関する最終決定はお客様自身の判断でなされるようお願いいたし

ます。 

■ 本資料は証券ジャパンの著作物であり、著作権法によって保護されております。証券ジャパンの事

前の承認なく、本資料の全部もしくは一部を引用または複製、転送等により使用することを禁じま

す。 
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編集発行責任者 大谷 正之 

商号等     株式会社証券ジャパン 

        金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170号 

加入協会    日本証券業協会                      

コンプライアンス推進部審査済 2018年 9月 14日 
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【手数料等及びリスクについて】 

各商品等へのご投資には、所定の手数料等（株式取引の場合は約定代金に対して最大 1.188％

（227,273円以下の場合は 2,700円）（税込み）の委託手数料、投資信託の場合は銘柄ごとに設定され

た販売手数料及び信託報酬等の諸経費、等）をご負担いただきます。 

また、各商品等には価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

商品ごとに手数料等及びリスクは異なりますので、当該商品等の契約締結前交付書面や目論見書（目

論見書補完書面を含みます）等、お客様向け資料をよくお読みください。 

 

【免 責 事 項 等】 

 ■ 本資料は、株式会社証券ジャパン（以下「証券ジャパン」といいます。）調査情報部が、投資判断の

参考となる情報提供を目的として作成したアナリスト・レポートであり、当社は、同社との契約に

基づき、お客さまへの情報提供を目的として使用するものです。 

 ■ また、本資料におけるレポート対象企業の選定も証券ジャパン独自の判断で行っており、当社が対象

企業を指定して本資料の作成を依頼したものではありません。 

 ■ 本資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて証券ジャパンが作成したものですが、当社は、そ

の正確性、完全性を保証するものではありません。 

 ■ 本資料に基づき投資を行った結果、お客様に何らかの損害が発生した場合でも、当社及び証券ジャパ

ンは理由の如何を問わず責任を負いません。 

 ■ 本資料は、お客様への情報提供のみを目的としたものであり、特定の有価証券の売買あるいは特定の

証券取引の勧誘を目的としたものではありません。株式・債券等の有価証券の投資には、株価・債

券価格等の有価証券価格の下落や発行者の信用状況などの悪化等により、投資元本を割り込むおそ

れがあります。投資に関する最終決定は、お客様ご自身の判断でなされるようにお願い申し上げま

す。また、本資料はお客様ご自身のためにのみ、お客様限りで利用下さい。なお、当社の事前の承

諾なく、本資料の全部もしくは一部を引用または複製、転送等により使用することを禁じます。 

 

住所等  〒680-0841  鳥取県鳥取市吉方温泉 3 丁目 101 番地  

商号等  大山日ノ丸証券株式会社 

        金融商品取引業者  中国財務局長（金商）第５号  

加入協会  日本証券業協会 

 

 

  

 


